開発許可申請添付図書一覧

	添付

順序
	図書の名称
	法　令
	様　式
	明　示　す　べ　き　事　項
	注　　意　　事　　項
	自　　己　　用
	非自己用(その他)

	
	
	
	
	
	
	住宅
	1 ha未満業務地
	1 ha以上業務地
	

	1

	開発許可申請書

	法-30

規則-15

	省　令

別記様式第２

又は

省　令

別記様式第２の２
	○ 申請年月日

○ 手数料

○ 申請者住所、氏名、電話番号

○ 開発区域に含まれる地域の名称

○ 開発区域の面積

○ 予定建築物の用途

○ 工事施行者住所・氏名

○ 工事着手予定年月日

○ 工事完了予定年月日

○ 自己の居住又は業務の用に供するものか否かの別

○ 法第34条の該当号及び該当する理由　　

○ その他必要な事項 

	○ 開発行為等申請手数料一覧参照

○ 求積図及び設計説明書の数値と一致すること。

○ それぞれの建築物の延べ床面積を記載すること。

○ 電話番号を記載すること。

○ 工事の規模等から判断し適正な期間を設定すること。

○ 「自己の居住」、「自己の業務」又は「その他」と記入し、「その他」の場合には、具体的な目的をカッコ書きすること。

（例（分譲住宅）等）

○ 該当理由は、過去の経緯、現在の状態等具体的に記載し、必要に応じて根拠となる資料を添付すること。

○ 農地法、森林法など他の法令に基づく許認可等を要する場合は、その手続状況を記載すること。
	○

	○

	○

	○


	2
	法人の登記簿謄本、定款及び印鑑証明等
	細　則

-9-（9）
	
	
	○ 申請者が法人の場合添付すること。
	×
	○
	○
	○

	3
	設計説明書
	規　則

-16- 2
	細　則

別　記

第３号
	○ 施行地区名

○ 設計の方針

○ 工区の区分

○ 開発区域内の土地の状況

○ 土地利用計画

○ 公共施設の整備計画
	○ 開発行為の目的、開発区域内の地形、土質、出水状況、開発区域と周辺の利便上の関連、計画人口、街区の取り方、平均的区画割りの規模等の土地利用上特に留意した点を記載すること。

○ 開発区域を工区に分けた場合のみ記載し、工区区分図及び大図を添付すること。

○ 工区に分けた場合は工区別内訳書を添付すること（公共施設の整備計画を含む）。

　「その他の用地」は、がけ面などの未利用地の面積を記載すること。

○ 「給水施設」には、水道の種別を記載すること。
	×
	○
	○
	○

	4
	開発行為の施行に関する同意書及び印鑑証明書並びに公図の写し
	規  則

-17-1

-（3）

細　則

-9-（2）
	細　則

別　記

第5号
	○ 権利者住所・氏名

○ 物件の名称

○ 所在地及び地番

○ 現況用途

○ 面積

○ 権利の内容

○ 利用目的


	○ 登記簿謄本と一致すること。

○ 土地・建物の区分等を記載すること。

○ 申請時における畑、田、原野、山林等の現況を記載すること。

○ 所有権、地上権、永小作権、抵当権等の権利を記載すること。

○ 同意者の印鑑証明書は、極力申請時の３箇月前以内に発行されたものであること。
	○
	○
	○
	○

	5
	登記簿謄本
	細　則

-9-（1）
	
	
	○ 開発区域の土地及び工作物、並びに開発行為に関する工事の区域に係る土地及び工作物の登記簿謄本を添付すること。

○ 登記簿謄本は極力申請時の３箇月前以内に発行されたものであること。

○ 権利者毎の一覧表を添付すること（地番、所有者名、地目、地籍、権利関係、同意状況等）。
	○
	○
	○
	○


《書面１／２》 法第２９条第１項及び第２項

	添付

順序
	図書の名称
	法　令
	様　式
	明　示　す　べ　き　事　項
	注　　意　　事　　項
	自　　己　　用
	非自己用(その他)

	
	
	
	
	
	
	住宅
	1 ha未満業務地
	1 ha以上業務地
	

	6
	公共施設管理者等の同意書
	法-30-2
	
	
	○ 公共施設管理者には、水道事業者を含む。

○ 新たに水道法の適用を受ける水道（上水道、簡易水道又は専用水道）によって給水を行う場合は水道事業者の認可指令書又は専用水道の確認書の写しを添付すること。
	○
	○
	○
	○

	7
	公共施設の管理者等に関する協議の経過等
	法-30-2
	細則

別記

第4号
	
	○ 市町村が管理しないこととなっている公共施設については、その合理性が認められるものであること。また、その場合においても、土地の帰属は市町村となっていること。

○ 水道、消火栓等の管理及び帰属についても、公共施設に準じて取り扱うこと。

○ 市町村が管理及び帰属を受けることとなる公共施設の用に供する土地所有者が申請者と異なる場合は、工事完了までに申請者が所有権を取得する等確実に管理及び帰属を行えるようにすること。
	○
	○
	○
	○

	8
	設計者の資格に関する申告書
	規  則

-17-1

-（4）


	細則

別記

第6号
	
	○ 卒業証明書又は卒業証書の写しを添付すること。

○ 資格試験合格証の写しを添付すること。
	△

(1ha以上は必要)
	×
	○
	○

	9
	資金計画書
	規  則

-15-（4）


	省令

別記

様式３

別記

第6号

様式
	○ 収支計画

○ 年度別資金計画

○ 預金残高証明書、融資証明書

○ 工種別工事費内訳書
	○ 収支計画と年度別資金計画に記載されている各科目の金額は一致すること（収支計画には、自己資金、借入金を記載し、借入償還金は記載しないこと）

○ 宅地処分収入は、宅地利用計画書と一致していること。

○ 自己資金と借入金の合計額は、用地費と工事費の３分の１以上であること。

○ 自己資金及び借入金の額は、申請時の１０日前以内に発行された金融機関の預金残高証明書及び金融機関等の融資証明書により証明された金額の合計以内であること。
	×
	×
	○
	○

	10
	宅地利用計画書
	細　則

-9-（4）
	細則

別記

第7号
	
	○ 宅地分譲を目的とした場合添付すること。

○ 処分方法は、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）に適合すること。
	×
	×
	×
	○

	11
	申請者の資力・信用に関する書類
	法-33-1

-（12）
	
	○ 法人の登記簿謄本

○ 事業経歴書

○ 納税証明書

○ 会社概要及び関連法人等

○ その他知事が必要と認めた書類
	○ 個人の場合、申請者が道外に住所を有する者又は住民基本台帳法(昭和42年法律第81号）の適用を受けない者である場合にあっては、その者の住民票の写し等（住民票の写し又はこれに代わる書面《外国人登録原票記載事項証明書等》）を提出すること。

○ 法人税又は所得税及び事業税とし、滞納がある場合は許可時までに納税すること。

○ 例：固定資産の価格の証明書、地主との土地売買契約書の写し、工種別工事費を記載した書類、財務諸表

　（賃借対照表・損益計算書）
	×
	×
	○
	○

	12
	工事施行者の能力に関する書類
	法-33-1

-（13）
	
	○ 法人の登記簿謄本

○ 事業経歴書

○ 建設業の許可申請書
	○ 共同企業体の場合は協定書を添付すること。
	×
	×
	○
	○

	13
	現況写真
	細　則

-9-（9）
	
	○ 撮影方向を明記した現況平面図
	○ 開発区域全体が把握できるものを添付すること。
	○
	○
	○
	○

	14
	許可権者が必要と認め指定する図書
	
	
	
	
	○
	○
	○
	○


《書面２／２》 法第２９条第１項及び第２項

	添付

順序
	図書の名称
	縮　尺
	法　令
	明　示　す　べ　き　事　項
	注　　意　　事　　項
	自　　己　　用
	非自己用(その他)

	
	
	
	
	
	
	住宅
	1 ha未満業務地
	1 ha以上業務地
	

	１
	開発区域

位 置 図
	1/50,000

以上
	規  則

-17-1

-（1）

規  則

-17-2
	○ 開発区域の位置（朱書きすること）

○ 主要交通機関からの経路、名称

○ 主要道路の名称

○ 排水先の河川への経緯、名称

○ 方位及び縮尺
	○ 都市計画区域内又は準都市計画区域内及びこれらに隣接又は近接している場合には、原則として1/25,000又は1/50,000の用途地域の明示されている（色分けされた）都市計画総括図（都市施設も記入されているもの）を使用し、それ以外の場合は原則として1/25,000又は1/50,000の地形図を編集した市町村の管内図を使用すること。この場合において、管内図の範囲に都市計画区域、用途地域、都市施設等が入る場合は極力これらを記入すること。

○ 位置図は、開発区域のその市町村における位置付けを説明するものであるので、極力切らないこと。（止むを得ず図面を切ったときには方位、縮尺を忘れないようにすること。）
	○
	○
	○
	○

	2
	開発区域

区 域 図
	1/2,500

以上
	規  則

-17-1

-（2）

-17-3
	○ 土地の地番及び形状（現況図と地番を重ねたもの）

○ 開発区域、支庁界、市町村界、町又は字界、都市計画区域界

（隣接・近接している場合）
	○ 開発区域周辺も必ず入れること。

○ 開発区域は朱線で明示すること。

○ 方位・縮尺を記載すること。

○ 町又は字界の名称を記載すること。
	○
	○
	○
	○

	3
	現 況 図
	1/2,500

以上
	規  則

-16-4


	○ 地形、建築物及び工作物

○ 開発区域の境界（朱書）、方位及び縮尺

○ 開発区域及び開発区域の周辺の公共施設等

　（色分け又は凡例）

○ 施行令第２８条の２第１号に規定する樹木又は樹木の集団の状況

○ 施行令第２８条の２第２号に規定する切土又は盛土を行う部分の表土の状況
	○ 等高線は２ｍの標高差を示すものであること。

○ 小さな工作物も詳細に記入すること。

○ 開発区域周辺の状況も記載すること（区域外のこと）。

○ 樹木若しくは樹木の集団又は表土の状況にあたっては規模が１ha以上の開発行為について記載すること。

○ 区域界を朱書きし、方位、縮尺を明記すること。

○ 公共施設は、道路、公園、河川、排水路等の施設毎及び管理者毎に凡例、色分けをして記入すること。
	○
	○
	○
	○

	4
	地番図

（求積図）
	1/1,000

以上
	細　則

-9-（9）
	○ 地番及び土地所有者

○ 開発区域求積図

○ 新旧公共施設求積図（許可権者が必要と認めたとき）

○ 区域割求積図（許可権者が必要と認めたとき）
	○ 求積方法を明らかにし、算式も明示すること。

○ 開発区域周辺の地番、所有者名も記入すること。

○ 地番に土地所有者名を記入すること。

○ 公図の調査年月日を図面に記載すること。

○ 区域界を朱書きし、方位、縮尺を明記すること。

○ 公共施設管理者名も地番に記載すること。
	○
	○
	○
	○

	5
	土地利用計画図
	1/1,000

以上
	規  則

-16-4


	○ 開発区域の境界（朱書）、方位及び縮尺

○ 公共施設の位置及び形状

○ 予定建築物等の敷地の形状

○ 敷地に係る予定建築物等の用途及び敷地の規模

○ 公益的施設の位置

○ 樹木又は樹木の集団の位置

○ 緩衝帯の位置及び形状

○ 工区界

○ 分譲の場合は宅地の整理一連番号

○ 凡例
	○ 凡例毎に極力図面を見やすくするため着色すること。

○ 工作物も省略せず記載すること。（寸法、材質、高さ、延長等を記入）

○ 盛土法面･･･緑色、切土法面･･･茶色、河川等･･･水色、擁壁･･･赤、宅盤･･･黄色、敷地内通路･･･橙については指定の色とし、薄く着色すること。

○ 区域界を朱書きし、方位、縮尺を明記すること。

○ 予定建築物を明示する場合は、建築面積、延床面積、用途、構造を記載すること。
	○
	○
	○
	○


《図面等１／４》 法第２９条第１項及び第２項
※ 図面は、極力まとめて図示し、枚数を少なくすること。

※ 図面は、見やすいことが重要であるので必要により、明示内容、縮尺を適宜変更しても良い。

	添付

順序
	図書の名称
	縮　尺
	法　令
	明　示　す　べ　き　事　項
	注　　意　　事　　項
	自　　己　　用
	非自己用(その他)

	
	
	
	
	
	
	住宅
	1 ha未満業務地
	1 ha以上業務地
	

	6
	造成計画

平面図
	1/1,000

以上
	規  則

-16-4
	○ 開発区域の境界（朱書）、方位及び縮尺

○ 切土又は盛土をする土地の部分（着色）

○ がけ又は擁壁の位置

　（※「がけ」とは、地表面が水平に対し３０度を超える角度をなす土地で硬岩盤（風化の著しいものを除く。）以外のものをいう。）

○ 道路の位置、形状、幅員及び勾配

○ 工区界

○ 表土の復元等の措置

○ 縦横断線の位置及び記号

○ その他必要な測点、ベンチマーク、施設等
	○ 切土又は盛土をする土地の部分で表土の復元等の措置を講ずるものがあるときは、その部分を明示すること。

○ 現況図を利用して作成すること。

○ 着色について凡例を付けること。

○ 擁壁にあっては、種類、高さ、延長、材料等を記入すること。

○ 造成計画断面図を作成した場合は、その断面箇所を明記すること。

○ 切　　　　　　　土･･･淡い黄色

○ 盛　　　　　　　土･･･淡い桃色

○ 表土の復元等の措置･･･橙色のハッチ

○ 擁　　　　　　　壁･･･赤

○ 公　園　・　緑　地･･･淡い緑

○ 排　　　水　　　路･･･水色

（以上各色色鉛筆可）
	○
	○
	○
	○

	7
	造成計画

断面図
	1/1,000

以上
	規  則

-16-4
	○ 縦横断面線記号

○ 法面の処置について

（例：張芝）

○ 基準線、区域界位置

○ 現地盤面と計画地盤面及び地盤高

○ がけ、擁壁、道路等の位置、形状形質、勾配、寸法等及び記号

○ ボックスカルバート、暗渠排水その他構造物の位置、形状及び記号
	○ 高低差の著しい箇所について記載すること。

○ 断面箇所は造成計画平面図に明記すること。

○ 着色は造成計画平面図に準じること。

○ 必要な範囲において、外周区域を包括したものであること。
	○
	○
	○
	○

	8
	がけの

断面図
	1/50以上
	規  則

-16-4
	○ がけの高さ、勾配及び土質（土質の種類が二以上であるときは、それぞれの土質及びその地層の厚さ）

○ 切土又は盛土をする前の地盤面

○ がけ面の保護の方法
	○ 切土をした土地の部分に生ずる高さ２ｍを超えるがけ、盛土をした土地の部分に生ずる高さ１ｍを越えるがけ又は切土と盛土を同時にした土地の部分に生ずる高さが２ｍを超えるがけについて作成すること。
	○
	○
	○
	○

	9
	擁壁の

断面図
	1/50以上
	規  則

-16-4
	○ 擁壁の寸法及び勾配

○ 擁壁の材料の種類及び方法

○ 裏込めコンクリートの寸法

○ 透水層の位置及び寸法

○ 擁壁を設置する前後の地盤面

○ 基礎地盤の土質

○ 基礎くいの位置、材料、寸法

○ 展開図

○ 水抜き穴の位置、材料、径及び裏込め排水材の材料、形状
	○ 鉄筋コンクリート擁壁のときは配筋図が必要。

○ 認定擁壁を用いるときは、認定書（写し）、認定書に付記してある仕様書、認定を受けたときの擁壁の一般図、配筋図が必要となる。
	○
	○
	○
	○

	10
	排水施設

計画平面図
	1/500以上
	規  則

-16-4
	○ 排水区域の区域界

○ 排水施設の位置、種類、材料、形状、内のり寸法、勾配

○ 水の流れの方向

○ 吐口の位置、種類、材料、形状、内のり寸法、高さ、延長等

○ 放流先の名称、断面

○ 流量計算書との照合符号

○ 擁壁の位置、種類、高さ、延長

○ 開発区域外の排水施設
	○ 集水区域を明示のこと（集水水系別及び管毎の色分け）。

○ 凡例を付け分かりやすくすること。

○ 方位、縮尺、開発区域（朱書）を記入すること。

○ 必要に応じて地区外も記入すること。
	○
	○
	○
	○

	11
	排水施設

構造図
	1/50以上
	細　則

-9-（7）
	○ 排水施設構造詳細図

○ 開渠、暗渠、落差工、人孔、雨水桝、吐口等
	○ 泥溜の高さを記入すること。

○ どこで使用するのか分かりやすくすること。
	○
	○
	○
	○

	12
	流末水路

構造図
	1/50以上
	細　則

-9-（7）
	○ 放流先の水路、河川の構造詳細図（常水面も表示）

○ 放流口の排水施設の構造詳細図
	○ 遊水地などの場合はその構造を明示すること。
	○
	○
	○
	○


《図面等２／４》 法第２９条第１項及び第２項
※ 図面は、極力まとめて図示し、枚数を少なくすること。

※ 図面は、見やすいことが重要であるので必要により、明示内容、縮尺を適宜変更しても良い。

《図面等３／４》 法第２９条第１項及び第２項
	添付

順序
	図書の名称
	縮　尺
	法　令
	明　示　す　べ　き　事　項
	注　　意　　事　　項
	自　　己　　用
	非自己用(その他)

	
	
	
	
	
	
	住宅
	1 ha未満業務地
	1 ha以上業務地
	

	１3
	道路定規図
	1/50以上
	細　則

-9-（7）
	○ 路面、路盤の詳細

○ 道路側溝の位置、形状、寸法、法面保護

○ 雨水桝及び取付管の形状

○ 埋設管及び人孔の位置、勾配形状、寸法、材質

○ 道路の横断勾配

○ 植樹桝の位置、形状、寸法

○ 幅員
	○ 道路別、幅員別、構造別に表示すること。

○ 法面があるときは、その処置についても記載すること。（例：張芝）
	×
	○
	○
	○

	14
	道路横断図
	1/100以上
	細　則

-9-（9）
	
	○ 許可権者が必要と認めたときに添付すること。
	×
	○
	○
	○

	15
	道路縦断図
	縦 1/200

以上

横 1/1,000

以上


	細　則

-9-（7）
	○ 距離、測点

○ 地盤高、計画高

○ 基準線

○ 切盛の高さ

○ 勾配及び道路排水計画高

○ 構造物の種類、位置、形状、形質の記号
	○ 必要に応じて区域外も記入すること。

○ 幹線道路、主要区画街路（幅員６～１２ｍ）、特殊道路及び４％以上の勾配のある道路について作成すること。
	×
	○
	○
	○

	16
	防災工事

計画平面図
	1/1,000

以上
	細　則

-9-（9）
	○ 方位、縮尺、開発区域の境界（朱書）

○ 地形（等高線等）

○ 計画道路等の位置等

○ 防災施設の位置、形状、寸法、名称、材質

○ 防災施設の設置時期及び期間

○ 軟弱地盤徐却位置、徐却深さ

○ 表土の徐却位置

○ 工事中の雨水、排水系路、工事中用防災施設

○ 擁壁、工作物等の位置、形状、材質、内のり寸法
	○ 必要に応じて防災計画図書を別途作成すること。
	×
	○
	○
	○

	17
	防災施設

構造図
	1/50以上
	細　則

-9-（9）
	○ 防災施設構造詳細図
	○ 防災調節池、調整池、沈砂池、仮排水路、暗渠排水及び法面保護等防災施設について作成すること。
	×
	○
	○
	○

	18
	給水施設

計画平面図
	1/500以上
	規  則

-16-4
	○ 開発区域の境界（朱書）、方位、縮尺

○ 給水施設の位置、形状、材質及び内のり寸法

○ 給水方法及び位置

○ 消火栓の位置及び種類

○ ポンプ施設、貯水施設、浄水施設の位置及び形状形質
	○ 排水計画平面図にまとめて図示しても良い。
	×
	○
	○
	○

	19
	下水道

縦断図

(雨水、汚水放流等)
	縦 1/200

以上

横 1/1,000

以上
	細　則

-9-（7）
	○ 人孔の種類、形状、位置、間隔

○ 排水管の勾配、管径、土被、管底高

○ 地盤高、計画地盤高
	○ 道路計画縦断面図にまとめて図示しても良い。
	○
	○
	○
	○

	20
	構造計算書
	
	細　則

-9-（8）
	
	○ 鉄筋コンクリート擁壁、無筋コンクリート擁壁その他橋梁等の構造物を設置するときに作成すること。

○ 国土交通省等の図面等を使用したときはその写しを提出すること。

○ 沈下、地耐力等についても作成すること。
	○
	○
	○
	○

	21
	安定計算書
	
	細　則

-9-（8）
	
	○ 擁壁で保護しないがけ、軟弱地盤、谷埋め型・腹付け型大規模盛土造成地等について作成すること。
	○
	○
	○
	○

	22
	水理計算書
	
	細　則

-9-（8）
	
	○ 排水施設、下水道施設、防災施設等について作成すること。
	○
	○
	○
	○

	23
	工程表
	
	細　則

-9-（9）
	
	
	○
	○
	○
	○


※ 図面は、極力まとめて図示し、枚数を少なくすること。

※ 図面は、見やすいことが重要であるので必要により、明示内容、縮尺を適宜変更しても良い。

谷埋め型大規模盛土造成地：盛土をする土地の面積が３,０００㎡以上であり、かつ、盛土をすることにより、当該盛土をする土地の地下水位が盛土をする前の地盤面の高さを超え、盛土の内部に侵入することが想定されるもの。

腹付け型大規模盛土造成地：盛土をする前の地盤面が水平面に対し２０度以上の角度をなし、かつ、盛土の高さが５ｍ以上となるもの。

《図面等４／４》 法第２９条第１項及び第２項
	添付

順序
	図書の名称
	縮　尺
	法　令
	明　示　す　べ　き　事　項
	注　　意　　事　　項
	自　　己　　用
	非自己用(その他)

	
	
	
	
	
	
	住宅
	1 ha未満業務地
	1 ha以上業務地
	

	24
	予定建築物及び工作物等の

立面及び平面図
	1/100以上
	細　則

-9-（9）
	○ 方位、縮尺、凡例

○ 間取

○ 各室の用途

○ 壁及び筋かいの位置及び種類

○ 通し柱

○ 間口部及び防火戸の位置並びに延焼のおそれのある部分の外壁の構造

○ 各階の床面積、延面積及び建築面積（計算式も記入）

○ 建ぺい率及び容積率

○ 軒の高さ及び建物の高さ
	○ 建築物の立面図は原則４面以上の立面図

○ 床面積、延面積、建築面積、建ぺい率、容積率の計算式を記入すること。
	○
	○
	○
	○

（分譲用は不要）

	25
	その他

公共、公益施設

計画平面図
	1/100以上
	細　則

-9-（9）
	
	
	×
	○
	○
	○

	26
	仕様書
	
	細　則

-9-（9）
	
	○ 北海道の土木工事共通仕様書に準じて工事を行わないときに提出すること。
	○
	○
	○
	○

	27
	その他の工作物についての詳細図
	適宜
	細　則

-9-（8）
	
	
	○
	○
	○
	○

	28
	その他許可権者が必要と認め指示する図面
	
	細　則

-9-（9）
	
	○ 残土処理場等
	○
	○
	○
	○


※ 図面は、極力まとめて図示し、枚数を少なくすること。

※ 図面は、見やすいことが重要であるので必要により、明示内容、縮尺を適宜変更しても良い。

建築許可申請添付図書一覧

《書面》 法第４１条第２項

	添付

順序
	図書の名称
	法　令
	様　式
	明　示　す　べ　き　事　項
	注　　意　　事　　項
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1
	用途地域が定められていない土地の区域における建築物の特例許可申請書
	法-41-2
	細　則

別　記

第11号
	○ 申請年月日

○ 手数料

○ 申請者住所、氏名、電話番号

○ 開発許可番号及び年月日

○ 建築物を建築しようとする土地の所在、地番及び面積

○ 建築物の用途

○ 開発許可の際付した建築物の制限の内容

○ 申請の内容

○ 工事着手予定年月日

○ 工事完了予定年月日

○ その他必要な事項
	○ 開発行為等申請手数料一覧参照

○ 番地等まで記載のこと。法人名、代表者名は登録簿と一致すること。
○ 開発許可書の写しを添付すること。

○ 数値は図面と一致していること。

○ 用途と具体的に、全て記載すること。

○ 開発許可書から転記すること。

○ 申請しなければならなくなった経緯、理由等を具体的に記載し、建築物等の内容、概要等を記載すること。必要に応じて根拠となる資料を添付すること。（書ききれないときは別紙とすること。）

○ 工事の規模等から適切な期間とすること。

○ 他の法令による認可、許可等を要する場合には、その手続の状況を記入すること。
	
	
	
	

	2
	理由書及び必要に応じて根拠となる資料
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	その他許可権者が必要と認め指定する図書
	
	
	○ 登記簿謄本

○ 現況写真

○ 地番図

○ 資金計画書
	
	
	
	
	


《書面》 法第４２条第１項

	添付

順序
	図書の名称
	法　令
	様　式
	明　示　す　べ　き　事　項
	注　　意　　事　　項
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1
	予定建築物等以外の建築等許可申請書
	法-42-1
	細　則

別　記

第12号
	○ 申請年月日

○ 手数料

○ 申請者住所、氏名、電話番号

○ 開発許可番号及び年月日

○ 予定建築物等以外の建築物若しくは特定工作物を新築し、若しくは新設しようとする土地又は改築し、用途を変更しようとする建築物の存する土地の所在、地番及び面積

○ 予定建築物等の用途

○ 予定建築物の変更の申請内容

○ その他必要な事項


	○ 開発行為等申請手数料一覧参照

○ 番地等まで記載のこと。法人名、代表者名は登録簿と一致すること。
○ 開発許可書の写しを添付すること。

○ 数値は図面と一致していること。

○ 許可されている用途を記載すること。

○ 具体的に記載すること。

○ 建築物若しくは特定工作物の新築若しくは新設又は建築物の新築、改築又は用途の変更をすることについて、他の法令による認可、許可等を要する場合には、その手続の状況を記入すること。
	
	
	
	

	2
	理由書及び必要に応じて根拠となる資料
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	その他許可権者が必要と認め指定する図書
	
	
	○ 登記簿謄本

○ 現況写真

○ 地番図

○ 資金計画書
	
	
	
	
	


《図面》 法第４１条第２項及び第４２条第１項
	添付

順序
	図書の名称
	縮　尺
	法　令
	明　示　す　べ　き　事　項
	注　　意　　事　　項
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1
	位置図
	
	
	開発行為許可申請の位置図に準ずる
	
	
	
	
	

	2
	付近見取図
	
	細則-14-2

細則-15-2
	開発行為許可申請の現況図に準ずる
	
	
	
	
	

	3
	敷地現況図
	
	細則-14-2

細則-15-2
	　開発行為許可申請の土地利用計画図及び排水施設計画平面図の内容を記載したもの。
	○ 少なくとも（1）方位、（2）敷地の境界、（3）建築物の位置、（4）接続道路、（5）がけ及び擁壁の位置、（6）排水施設の位置、種類、断面、勾配、流水方向、（7）吐口の位置及び保護工、（8）放流先の名称、水位が記載されていること。
	
	
	
	

	4
	建築物の

各階平面図
	
	細則-14-2

細則-15-2
	○ 方位、縮尺、凡例

○ 間取

○ 各室の用途

○ 壁及び筋かいの位置及び種類

○ 通し柱

○ 間口部及び防火戸の位置並びに延焼のおそれのある部分の外壁の構造

○ 各階の床面積、延面積及び建築面積（計算式も記入）

○ 建ぺい率及び容積率
	○ 床面積、延面積、建築面積、建ぺい率、容積率の計算式を記入すること。
	
	
	
	

	5
	建築物の

立面図
	
	細則-14-2

細則-15-2
	○ 方位、縮尺、凡例

○ 開口部の位置及び延焼のおそれのある部分の外壁

○ 軒の高さ及び建物の高さ
	○ 原則として４面以上の立面図
	
	
	
	


※ 図面は、極力まとめて図示し、枚数を少なくすること。

※ 図面は、見やすいことが重要であるので必要により、明示内容、縮尺を適宜変更しても良い。

《書面》 法第４３条第１項
	添付

順序
	図書の名称
	法　令
	様　式
	明　示　す　べ　き　事　項
	注　　意　　事　　項
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1
	建築物の新築、改築若しくは用途変更又は第一種特定工作物の新設許可申請書
	法-43-1
	省　令

別　記

様式9
	○ 申請年月日

○ 手数料

○ 申請者住所、氏名、電話番号

○ 建築物を建築しようとする土地、用途の変更をしようとする建築物の存する土地又は第一種特定工作物を新設しようとする土地の所在、地番、地目及び面積

○ 建築しようとする建築物、用途の変更後の建築物又は新設しようとする第一種特定工作物の用途

○ 改築又は用途の変更をしようとする場合は、既存の建築物の用途

○ 建築しようとする建築物、用途の変更後の建築物又は新設しようとする第一種特定工作物が法第３４条第１号から第８号の２まで又は令第３６条第１項第３号ロからホまでのいずれの建築物又は第一種特定工作物に該当するかの記載及びその理由

○ その他必要な事項
	○ 開発行為等申請手数料一覧参照

○ 番地等まで記載のこと。法人名、代表者名は登録簿と一致すること。
○数値は図面と一致していること。登記簿が添付されているときは、地番が一致していること。

○ 具体的に記載すること。

○ 理由は、申請が必要になった経緯等を具体的に記入すること。必要に応じて根拠となる資料を添付すること。

○ 他の法令に基づく認可、許可等を要する場合は、その手続きの状況を記載すること。
	
	
	
	

	2
	理由書及び必要に応じて根拠となる資料
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	土地所有者等の同意書及び印鑑証明
	
	
	
	○ 開発許可申請に準じること。
	
	
	
	

	4
	登記簿謄本
	
	
	
	○ 開発許可申請に準じること。
	
	
	
	

	5
	排水施設が令第36条に該当することが確認できる図書
	
	
	○ 調書、図面

○ 水理計算書
	
	
	
	
	

	6
	その他許可権者が必要と認め指定する図書
	
	
	○ 現況写真

○ 資金計画書
	
	
	
	
	


《図面》 法第４３条第１項
	添付

順序
	図書の名称
	縮　尺
	法　令
	明　示　す　べ　き　事　項
	注　　意　　事　　項
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1
	位置図
	
	
	開発行為許可申請の位置図に準ずる
	
	
	
	
	

	2
	地番図
	
	
	開発行為許可申請の開発区域図に準ずる
	
	
	
	
	

	3
	付近見取図
	
	省令-34-2
	開発行為許可申請の現況図に準ずる
	
	
	
	
	

	4
	敷地現況図
	
	省令-34-2
	開発行為許可申請の土地利用計画図及び排水施設計画平面図の内容を記載したもの。
	○ 少なくとも（1）方位、（2）敷地の境界、（3）建築物の位置、（4）接続道路、（5）がけ及び擁壁の位置、（6）排水施設の位置、種類、断面、勾配、流水方向、（7）吐口の位置及び保護工、（8）放流先の名称、水位が記載されていること。

○ 土地利用計画図、排水施設計画平面図に分けてもよい。
	
	
	
	

	5
	宅地断面図
	
	
	○ 排水の方向が記載されていること。

○ 予定建築物の位置を記載すること。
	
	
	
	
	

	6
	工作物の詳細図
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	水路断面図
	
	
	
	○ 既設の整備状況が確認できるものであること。
	
	
	
	

	8
	建築物の

各階平面図
	
	
	○ 方位、縮尺、凡例

○ 間取

○ 各室の用途

○ 壁及び筋かいの位置及び種類

○ 通し柱

○ 間口部及び防火戸の位置並びに延焼のおそれのある部分の外壁の構造

○ 各階の床面積、延面積及び建築面積（計算式も記入）

○ 建ぺい率及び容積率
	○ 床面積、延面積、建築面積、建ぺい率、容積率の計算式を記入すること。
	
	
	
	

	9
	建築物の

立面図
	
	
	○ 方位、縮尺、凡例

○ 開口部の位置及び延焼のおそれのある部分の外壁

○ 軒の高さ及び建物の高さ
	○ 原則として４面以上の立面図
	
	
	
	


※ 図面は、極力まとめて図示し、枚数を少なくすること。

※ 図面は、見やすいことが重要であるので必要により、明示内容、縮尺を適宜変更しても良い。

《書面》 法第３７条
	添付

順序
	図書の名称
	法　令
	様　式
	明　示　す　べ　き　事　項
	注　　意　　事　　項
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1
	建築承認申請書
	法-37
	別　記

第8号

様式の（1）
	○ 申請年月日

○ 申請者住所、氏名、電話番号

○ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

○ 開発区域の名称

○ 開発許可番号及び年月日

○ 開発区域の面積

○ 建築申請地区面積

○ 予定建築物の用途

○ 開発行為中に建築する理由

○ 他の法令による建築制限地域又は地区の名称

○ 戸数及び面積

○ 構造

○ 工期
	○ 許可書と一致すること。

○ 許可書と一致すること。
○ 許可書と一致すること。

○ 専用住宅の場合は開発区域の面積と同一となるが、ゴルフ場の場合等は、土地利用計画の数値及び図面と合わせること。

○ この申請する建築物を具体的に記入すること。

○ 申請するに至った経緯を具体的に記載すること。

○ 都市計画法４１条の制限を受けている場合はその内容を記載すること。

○ 図面と一致すること。

○ 図面と一致すること。

○ 工程表と一致すること。
	
	
	
	

	2
	理由書及び必要に応じて根拠となる資料
	
	
	
	○ 手戻り等を理由とするときは、具体的に記載すること。

○ ゴルフ場等の大規模な工事においては、建築物毎に詳細に手戻りの数量等を具体的に記載すること。

○ 大規模な工事においては、防災工事が完了していることを確認できる資料を添付すること（写真、出来高調書、その他）。
	
	
	
	

	3
	工程表
	
	
	
	○ 開発行為の工程表

○ 建築行為の工程表
	
	
	
	

	4
	工事施工状況写真
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	同意書
	
	
	
	○ 申請者が開発行為者と異なる場合は、建築することについて開発行為者の同意書、印鑑証明書を添付すること。
	
	
	
	

	6
	許可書の写し
	
	
	
	
	
	
	
	


《図面》 法第３７条
	添付

順序
	図書の名称
	縮尺
	法　令
	明　示　す　べ　き　事　項
	注　　意　　事　　項
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1
	位置図
	
	
	開発行為許可申請の位置図に準ずる
	
	
	
	
	

	2
	土地利用計画図
	
	
	開発行為許可申請の土地利用計画図に準ずる
	
	
	
	
	

	3
	建築物の

各階平面図
	
	
	○ 方位、縮尺、凡例

○ 間取

○ 各室の用途

○ 壁及び筋かいの位置及び種類

○ 通し柱

○ 間口部及び防火戸の位置並びに延焼のおそれのある部分の外壁の構造

○ 各階の床面積、延面積及び建築面積（計算式も記入）

○ 建ぺい率及び容積率
	○ 床面積、延面積、建築面積、建ぺい率、容積率の計算式を記入すること。
	
	
	
	

	4
	建築物の立面図
	
	
	○ 方位、縮尺、凡例

○ 間口部の位置及び延焼のおそれのある部分の外壁

○ 軒の高さ及び建物の高さ
	○ 原則として４面以上の立面図
	
	
	
	

	5
	その他許可権者が必要と認め指定する図書
	
	
	○ 手戻りが説明できる図面
	
	
	
	
	


《書面・図面》 法第４５条
	添付

順序
	図書の名称
	法　令
	様　式
	明　示　す　べ　き　事　項
	注　　意　　事　　項
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1
	開発許可に基づく地位の承継承認申請書
	法-45


	細　則

別　記

第14号


	○ 申請年月日

○ 手数料

○ 申請者住所、氏名、電話番号

○ 開発許可番号及び年月日

○ 開発許可に含まれる地域の名称

○ 被承継人の住所及び氏名

○ 承継年月日

○ 承継の理由

○ 工事予定年月日

○ 工事完了予定年月日

○ その他必要な事項
	○ 開発行為等申請手数料一覧参照

○ 番地等まで記載すること。法人名、代表者名は登録簿と一致すること。

○ 開発許可書の写しと一致すること。
○ 許可書の区域と一致すること。

○ 必要に応じ根拠となる資料を添付すること。


	
	
	
	

	2
	開発許可書の写し
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	土地の所有権、工事施行に関する権限等を取得したことを証する書類
	
	
	○ 登記簿謄本

○ 開発行為の施行に関する同意書及び印鑑証明書

○ 契約書

○ 協定書
	○ 当初の許可申請者の同意等（権限の委譲）についての書類があることが望ましい。
	
	
	
	

	4
	承継人が法人の場合には、法人の登記簿謄本及び定款等
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	資金計画書
	細  則

-17-2
	省　令

別　記

様　式

第　3
	
	
	
	
	
	

	6
	申請者の資力信用に関する書類
	細  則

-17-2
	
	○ 納税証明書

○ 固定資産の価格の証明書（法人にあっては財務諸表）

○ 預金残高証明書（融資額証明書）

○ 工種別工事費を記載した書類

○ 事業経歴書

○ 売買契約書の写し
	○ 必要と認められる書類を添付すること。その他にも資力信用に関する、必要と認められる書類があれば提出すること。

《法第29条第1項及び第2項

11.申請者の資力・信用に関する書類参照》
	
	
	
	

	7
	その他許可権者が必要と認め指定する図書
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	開発区域位置図
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	地番図
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	土地利用計画図
	
	
	
	
	
	
	
	


※ 図面は、極力まとめて図示し、枚数を少なくすること。

※ 図面は、見やすいことが重要であるので必要により、明示内容、縮尺を適宜変更しても良い。
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